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＊参考資料２ 
 
平成 16 年度末の普通会計バランスシート及び行政コスト計算書に基づき、総務省

方式で作成した他 6 区と比較してみます。 

 

 

【バランスシートの他区比較】 

 

１ 区民一人当たりバランスシートの比較 

  区民一人当たりで、どの程度の社会資本等の蓄積をもっているかがわかります。区

民一人当たりの資産総額が他区に比較して大きければ、公共施設等が充実している

と言えます。 

  

 単純比較では、本区の資産額（103 万円）は他区の平均水準（98 万円）を上回り、

負債額も平均（25 万円）より高くなっています。また、正味資産も平均（72 万円）以上

となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

２ 面積（１㎢）当たりバランスシートの比較 

面積１㎢当たりで、どの程度の社会資本等の蓄積をもっているかがわかります。面

積当たりの資産額が他区に比較して大きければ、投資の密度が高い区と言えます。 

 

本区の資産額（175 億円）は、他区の平均（152 億円）より大きくなっています。 

一方、負債額（42 億円）は他区の平均（42 億円）と同じで、正味資産額（133 億

円）は他区の平均（110 億円）より多くなっています。 

区民一人当たり資産額等の比較
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３ 資産と一般財源との比較 

  資産額と一般財源との比率から、財政規模に比べ、どの程度の資産形成を行って

きたかがわかります。この比率が、他区に比較して大きければ、財政規模に比べ大き

な資産をもっていることになりますので、一般財源を積極的に資産形成に振り向けて

きたと言えます。 

資産と一般財源との比較

162.7
131.2

152.7
134.5

169.1 175.6 176.2

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

墨田区 江東区 葛飾区 江戸川区 中野区 目黒区 豊島区

資産÷一般財源

％

 

本区資産額の一般財源比率は、比較を行った区のなかでは 4 番目で他区平均

（157％）より約 6％程度高い状況です。 

 

本区の資産額は区民一人当たり・面積（１㎢）当たりともに、他区平均を上回って

います。これらのことから、地域に十分な投資が行われていると言えますが、今後は

投資に見合った効果（例：区民施設の利用率向上）を上げていくことが重要です。 

面積１平方キロメートル当たり資産額等の比較
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【行政コスト計算書の他区比較】 
 
 １ 区民一人当たりの目的別行政コスト額の比較 
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その他 45,439 50,039 40,640 45,053

商工費 8,693 3,155 1,668 5,321

土木費 39,388 28,318 18,728 28,236

総務費 34,607 35,437 28,709 32,561

教育費 50,272 47,060 33,801 33,378

民生費 168,845 121,669 131,888 153,268

墨田区 目黒区 中野区 豊島区

347,244円

285,678円

255,434円

297,817円

  
本区の行政コストは、生活保護費や児童手当などの民生費や、トリフォニーホールの管

理運営費や減価償却費を含む教育費が他区より大きくなっています。また特徴として、産

業振興を区政の重点課題に位置付けていることから、商工費が多くなっています。 



 - 42 - 

２ 区民一人あたりの性質別行政コスト額の比較 
  
 
 
 本区の特徴としては、目的別行政コスト額からもわかるように、必要な施策に重点的に

コストをかけていることがわかります。 
 また、性質別行政コストは、人にかかるコスト以外は、すべて他区よりコストをかけて

いることを表しています。 
 受益者負担から見ると、行政コストのうち８９％を区民（受益者）の負担により賄って

います。（収入から国庫・都支出金を控除したものと計算しています。） 
 このことから｢最小の経費で最大の効果｣の大原則に戻り、行政サービスを効率的に提供

することを常に意識し、更なる行財政改革の推進を図る必要があると言えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
本区の性質別行政コスト額は、人にかかるコスト以外の各分野において他区より大きく

なっています。なかでも移転支出的なコストが比較的高くなっていますが、これは他区に

比べ、扶助費が多いことによるものです。 
今後も、限られた財源の中で、新しい区民ニーズに応えていくために、より一層行財政改

革に取り組んでいく必要があると言えます。 
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その他コスト 5,607 8,795 6,159 5,694

移転支出的なコスト 156,025 102,562 101,304 121,898

物にかかるコスト 87,332 77,790 60,263 71,794

人にかかるコスト 98,280 96,531 87,708 98,431

墨田区 目黒区 中野区 豊島区

347，244円

285，678円

255，434円

297，817円


